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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第152期
第１四半期
連結累計期間

第153期
第１四半期
連結累計期間

第152期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （百万円） 31,284 31,826 139,363

経常利益 （百万円） 2,170 2,679 12,743

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,107 1,732 7,360

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,706 560 12,442

純資産額 （百万円） 142,760 146,115 149,203

総資産額 （百万円） 210,777 223,177 227,975

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 71.36 61.80 255.17

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 66.3 63.9 63.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行に伴う経済活動の停

滞により、先行き不透明な状況が続きました。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、長期経営ビジョン（2021年３月期～2030年３月期）およ

び中期経営計画（2021年３月期～2023年３月期）を推進し、企業価値の向上に向けた諸施策に全力で取り組んでお

ります。

　なお、当社グループでは、当第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29

号 2020年３月31日）等を適用しており、詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（会計方針

の変更)」に記載のとおりであります。

 

①財政状態

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、棚卸資産が増加したものの、受取手形、売掛金及び契約資産が減少し

たことなどにより、前連結会計年度末に比べ47億９千７百万円減少し、2,231億７千７百万円となりました。なお、

医薬品添加剤「ＮＩＳＳＯ　ＨＰＣ」の増産設備の稼働を開始したことなどにより建設仮勘定が51億３千万円減少

し、機械装置及び運搬具が30億３千万円増加し、建物及び構築物が21億４千２百万円増加しております。

　負債につきましては、借入金が増加したものの、電子記録債務や未払法人税等が減少したことなどにより、前連

結会計年度末に比べ17億９百万円減少し、770億６千２百万円となりました。

　また、純資産は配当金の支払いや自己株式の取得があったことなどにより前連結会計年度末に比べ30億８千７百

万円減少し、1,461億１千５百万円となりました。この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は63.9％

となりました。

 

②経営成績

　当第１四半期連結累計期間は、建設事業においてプラント建設工事が減少したものの、化学品事業および商社事

業において販売が増加したことなどにより、売上高は318億２千６百万円（前年同期比1.7％増）、営業利益は23億

３千９百万円（前年同期比1.9％増）、経常利益は26億７千９百万円（前年同期比23.4％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は、17億３千２百万円（前年同期比17.8％減）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりです。

 

［化学品事業］

　二次電池材料や特殊イソシアネートの増加により、当累計期間の売上高は99億１千４百万円（前年同期比8.3％

増）となりました。

［農業化学品事業］

　殺虫剤「モスピラン」の輸出向けが減少したものの、新規殺ダニ剤「ダニオーテ」などの増加により、当累計期

間の売上高は88億６千万円（前年同期比3.6%増）となりました。

［商社事業］

　各種有機・無機薬品およびウレタン原料の増加により、当累計期間の売上高は84億６千３百万円（前年同期比

12.0％増）となりました。

［運輸倉庫事業］

　運送業の増加により、当累計期間の売上高は10億９千２百万円（前年同期比3.8％増）となりました。

［建設事業］

　プラント建設工事の減少により、当累計期間の売上高は12億４千８百万円（前年同期比59.8％減）となりまし

た。

［その他］

　当累計期間の売上高は22億４千７百万円（前年同期比20.3％増）となりました。

 

　なお、2021年８月３日に開示しました「カセイカリおよび周辺事業の構造改革の進捗状況に関するお知らせ」の

通り、不採算事業の整理を進め、高効率な事業構造への変革に向けた構造改革は着実に進捗しております。

 

(2)会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定
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　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、12億７千６百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,391,807 29,391,807
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 29,391,807 29,391,807 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2021年４月１日～

2021年６月30日
－ 29,391,807 － 29,166 － 24,148

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2021年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2021年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,100,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,147,100 281,471 －

単元未満株式 普通株式 144,707 － －

発行済株式総数  29,391,807 － －

総株主の議決権  － 281,471 －

（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カスト

ディ銀行が所有する株式69,840株（議決権の数698個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本曹達株式会社
東京都千代田区大手町

２－２－１
1,100,000 － 1,100,000 3.74

計 － 1,100,000 － 1,100,000 3.74

（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行が所有する株式69,840株については、上

記の自己株式等に含めておりません。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,286 16,133

受取手形及び売掛金 42,946 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 37,001

電子記録債権 2,310 4,305

棚卸資産 32,116 36,153

その他 3,895 4,043

貸倒引当金 △204 △206

流動資産合計 100,351 97,431

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 19,046 21,188

機械装置及び運搬具（純額） 17,966 20,997

工具、器具及び備品（純額） 2,042 2,003

土地 14,930 14,935

建設仮勘定 8,310 3,179

その他（純額） 1,425 1,402

有形固定資産合計 63,722 63,706

無形固定資産   

のれん 187 180

その他 5,333 5,108

無形固定資産合計 5,521 5,288

投資その他の資産   

投資有価証券 41,695 40,036

退職給付に係る資産 10,979 11,102

繰延税金資産 3,339 3,273

その他 2,367 2,339

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 58,381 56,750

固定資産合計 127,624 125,745

資産合計 227,975 223,177
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,764 14,861

電子記録債務 1,942 1,069

短期借入金 16,172 18,173

未払法人税等 2,226 417

賞与引当金 3,925 2,612

その他 5,531 6,475

流動負債合計 44,562 43,610

固定負債   

長期借入金 21,535 21,192

繰延税金負債 5,117 4,916

退職給付に係る負債 2,465 2,474

環境対策引当金 1,003 788

その他 4,087 4,079

固定負債合計 34,209 33,452

負債合計 78,772 77,062

純資産の部   

株主資本   

資本金 29,166 29,166

資本剰余金 25,141 25,141

利益剰余金 89,364 88,721

自己株式 △3,338 △4,569

株主資本合計 140,334 138,459

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,825 8,881

繰延ヘッジ損益 89 3

為替換算調整勘定 △6,075 △6,258

退職給付に係る調整累計額 1,594 1,532

その他の包括利益累計額合計 5,434 4,159

非支配株主持分 3,434 3,495

純資産合計 149,203 146,115

負債純資産合計 227,975 223,177
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

売上高 31,284 31,826

売上原価 22,595 22,783

売上総利益 8,689 9,043

販売費及び一般管理費 6,394 6,703

営業利益 2,295 2,339

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 230 238

持分法による投資利益 － 44

その他 133 276

営業外収益合計 366 559

営業外費用   

支払利息 58 71

持分法による投資損失 90 －

為替差損 166 －

その他 175 148

営業外費用合計 490 220

経常利益 2,170 2,679

特別利益   

固定資産売却益 6 0

特別利益合計 6 0

特別損失   

固定資産廃棄損 9 7

100周年記念費用 30 －

減損損失 － 39

その他 2 6

特別損失合計 41 53

税金等調整前四半期純利益 2,135 2,626

法人税、住民税及び事業税 355 334

法人税等調整額 △389 471

法人税等合計 △34 805

四半期純利益 2,169 1,820

非支配株主に帰属する四半期純利益 62 88

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,107 1,732
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

四半期純利益 2,169 1,820

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,397 △928

繰延ヘッジ損益 △33 △91

為替換算調整勘定 △36 186

退職給付に係る調整額 29 △62

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,819 △363

その他の包括利益合計 △463 △1,259

四半期包括利益 1,706 560

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,580 457

非支配株主に係る四半期包括利益 125 103
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)

及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

 

(1)製品販売に係る収益認識

　製品販売に関して、従来は、当社が製品を出荷した時点で収益を認識していた取引について、当社から顧客に

製品が引き渡された時点で収益を認識する方法に変更しております。

 

(2)代理人取引に係る収益認識

　主に商社事業における財又はサービスの仕入及び販売について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益

として認識しておりましたが、それらを顧客に移転する前に支配していない場合、すなわち、顧客に代わって調

達の手配を代理人として行う取引については、手数料を売上収益として認識する方法に変更しております。

 

(3)工事契約に係る収益認識

　工事契約に関して、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、工

期がごく短い工事については工事完成基準を適用しておりましたが、主として履行義務を充足するにつれて、一

定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、工事の進捗度は、見積総原価に対する発生原

価の割合で測定しております。

　また、受注金額あるいは完成までに要する総原価が信頼性をもって見積ることができず、進捗度を合理的に測

定できない場合には、発生した原価のうち回収可能性が高いと判断される部分と同額を収益として認識しており

ます。（原価回収基準）

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高が618百万円、売上原価が186百万円それぞれ減少し、営業利益

が431百万円減少、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ429百万円減少しております。また、利益

剰余金の当期首残高が394百万円減少しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示

することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度

について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企

業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に

係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上

の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定について重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

Novus International,Inc. 10,850百万円 10,176百万円

Certis Europe B.V. 743 81

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

減価償却費 1,857百万円 2,009百万円

のれんの償却額 2 7

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,495 50 2020年３月31日 2020年６月29日  利益剰余金

（注）2020年６月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する

配当金３百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,980 70 2021年３月31日 2021年６月30日  利益剰余金

（注）2021年６月29日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する

配当金４百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連
結損益計
算書計上
額

（注）３
 

化学品
事業

農業
化学品
事業

商社
事業

運輸倉庫
事業

建設
事業

計

売上高           

外部顧客への売

上高
9,154 8,548 7,553 1,052 3,107 29,416 1,868 31,284 － 31,284

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,605 8 812 418 737 5,581 591 6,173 △6,173 －

計 12,759 8,557 8,365 1,470 3,845 34,998 2,459 37,457 △6,173 31,284

セグメント利益 716 578 180 154 378 2,009 194 2,203 91 2,295

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、非鉄金属事業及び環境開発

事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連
結損益計
算書計上
額

（注）３
 

化学品
事業

農業
化学品
事業

商社
事業

運輸倉庫
事業

建設
事業

計

売上高           

外部顧客への売

上高
9,914 8,860 8,463 1,092 1,248 29,578 2,247 31,826 － 31,826

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,939 14 1,189 440 5,891 11,475 752 12,227 △12,227 －

計 13,854 8,874 9,652 1,533 7,139 41,053 3,000 44,054 △12,227 31,826

セグメント利益 1,263 162 267 151 382 2,226 307 2,533 △194 2,339

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、非鉄金属事業及び環境開発

事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（収益認識基準に関する会計方針等の適用）

　「（会計方針の変更）（収益認識に関する会計基準等の適用）」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間

の期首から収益認識基準等を適用し、収益認識基準に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利

益または損失の測定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間における売上高は化学品事業で87百万円、

農業化学品事業で507百万円、商社事業で112百万円、運輸倉庫事業で16百万円、その他で８百万円それぞれ減少

している一方、建設事業で103百万円増加しております。また、セグメント利益は化学品事業で１百万円、農業化

学品事業で437百万円、運輸倉庫事業で12百万円、その他で２百万円それぞれ減少している一方、商社事業で０百

万円、建設事業で19百万円それぞれ増加しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

（1）財又はサービスの種類別の内訳

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他

（注）
合計化学品

事業

農業

化学品

事業

商社

事業

運輸倉庫

事業

建設

事業
計

製品販売 9,856 8,860 8,463 － － 27,179 1,412 28,592

工事 － － － － 1,248 1,248 － 1,248

その他のサービスの

提供
58 － － 1,071 － 1,129 835 1,964

顧客との契約から生

じる収益
9,914 8,860 8,463 1,071 1,248 29,557 2,247 31,804

その他の収益 － － － 21 － 21 － 21

外部顧客への売上高 9,914 8,860 8,463 1.092 1,248 29,578 2,247 31,826

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、非鉄金属事業及び環境開発事業

等を含んでおります。

 

（2）地域別の内訳

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他

（注）
合計化学品

事業

農業

化学品

事業

商社

事業

運輸倉庫

事業

建設

事業
計

日本 5,240 2,399 6,745 1,071 1,246 16,703 2,242 18,945

海外

アジア 742 1,126 1,487 － 1 3,357 5 3,363

欧州 2,599 2,865 133 － － 5,598 － 5,598

北米 1,252 1,397 96 － － 2,746 － 2,746

その他 79 1,071 － － － 1,150 － 1,150

顧客との契約から生

じる収益
9,914 8,860 8,463 1,071 1,248 29,557 2,247 31,804

その他の収益 － － － 21 － 21 － 21

外部顧客への売上高 9,914 8,860 8,463 1,092 1,248 29,578 2,247 31,826

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、非鉄金属事業及び環境開発事業

等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 71円36銭 61円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
2,107 1,732

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
2,107 1,732

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,532 28,030

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する当社の株式は、１株当

たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株

当たり四半期純利益金額の算定上、控除した「株式給付信託（BBT）」の期中平均株式数は、前第１四半期連

結累計期間70,840株、当第１四半期連結累計期間69,840株であります。

 

（重要な後発事象）

（自己株式の消却）

当社は、2021年８月３日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うこ

とを決議いたしました。

 

１．自己株式の消却を行う理由

資本効率の向上及び株主利益の増進を図るため

 

２．自己株式の消却の内容

(１) 消却する株式の種類　　当社普通株式

(２) 消却する株式の数　　　580,100株（消却前の発行済株式総数に対する割合 1.97％）

(３) 消却予定日　　　　　　2021年８月31日

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０２１年８月６日

日　本　曹　達　株　式　会　社

取 締 役 会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　昌美　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池内　基明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 甲斐　靖裕　　印

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて
いる日本曹達株式会社の２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半
期連結会計期間（２０２１年４月１日から２０２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間
（２０２１年４月１日から２０２１年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期
連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本曹達株式会社及び連結子会社
の２０２１年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績
を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半
期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結
財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立
の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ
ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他
の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい
て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に
表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな
い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連
結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連す
る注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠
を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー
上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　     ２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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